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野村短期金利連動型投信 

（積極型） 
 

運用報告書（全体版） 
 

第38期 (決算日2016年９月20日)  第39期 (決算日2016年12月19日) 
 

作成対象期間 (2016年６月21日～2016年12月19日) 

 
受益者のみなさまへ 

 
 平素は格別のご愛顧を賜り、厚く御礼申し上げます。 
 当作成対象期間の運用状況等についてご報告申し上げます。 
 なお、当ファンドは、運用開始以来永らくご愛顧いただきましたが、2017年３月21日に信託
期間満了となります。 

 今後とも一層のお引立てを賜りますよう、お願い申し上げます。 
 
●当ファンドの仕組みは次の通りです。 
 
商 品 分 類 

 
追加型投信／内外／債券 

信 託 期 間 
 
2007年２月５日から2017年３月21日までとします｡ 

運 用 方 針 

 
内外の公社債への投資により、安定した収益の確保を目的として運用を行います。 
ポートフォリオの構築にあたっては、以下の点に配慮することを基本とします。 
・組入債券の格付けについては制限を設けません。ただし、取得時においてＢ－格相当未満の格付けを有している債券には投資しま

せん。 
・ポートフォリオのデュレーションは、原則として実質的に１年程度以内に維持することとします。 
・ポートフォリオの金利変動リスクのコントロール等のために、債券先物取引・金利スワップ取引等のデリバティブを活用します。 
・外貨建て資産については、原則として為替ヘッジにより為替変動リスクの低減を図ることを基本とします。 

主な投資対象 
 
内外の公社債を主要投資対象とします。 

主な投資制限 

 
外貨建て資産への投資割合には制限を設けません。 
株式への直接投資は行いません。株式への投資は転換社債を転換したもの等に限り、信託財産の純資産総額の５％以内とします。 
デリバティブの利用はヘッジ目的に限定しません。 

分 配 方 針 
 
毎決算時に、原則として利子・配当等収益等を中心に分配します。 
留保益の運用については、特に制限を設けず、元本部分と同一の運用を行います｡ 
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野村短期金利連動型投信（積極型） 

○最近10期の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 

ベ ン チ マ ー ク 
日本円３ヵ月LIBOR 

債   券 
組 入 比 率 

債   券 
先 物 比 率 

純 資 産 
総 額 (分配落) 

税 込 み 
分 配 金 

期 中 
騰 落 率 

 円 円 ％ ％ ％ ％ 百万円 

30期(2014年９月19日) 9,366 5 0.1 0.03 92.7 － 2,019 

31期(2014年12月19日) 9,364 5 0.0 0.03 96.2 － 2,013 

32期(2015年３月19日) 9,362 5 0.0 0.03 94.5 － 2,013 

33期(2015年６月19日) 9,359 5 0.0 0.02 88.6 － 2,011 

34期(2015年９月24日) 9,360 3 0.0 0.03 91.8 － 2,013 

35期(2015年12月21日) 9,356 3 △0.0 0.02 90.2 － 2,015 

36期(2016年３月22日) 9,355 0 △0.0 0.01 84.4 － 1,990 

37期(2016年６月20日) 9,356 3 0.0 △0.00 86.0 － 1,987 

38期(2016年９月20日) 9,348 0 △0.1 △0.00 89.8 － 1,985 

39期(2016年12月19日) 9,343 0 △0.1 △0.01 78.9 － 1,984 
 
＊ 基準価額の騰落率は分配金込み。 
＊ 債券組入比率には、信託受益権を含みます。 
＊ 債券先物比率は買い建て比率－売り建て比率。 
＊ベンチマークは、日本円３ヵ月LIBOR（London Inter-Bank Offered Rate）です。騰落率は当社が独自に累積再投資して、算出しており

ます。 

 

○当作成期中の基準価額と市況等の推移 

決 算 期 年 月 日 
基 準 価 額 ベ ン チ マ ー ク 

日本円３ヵ月LIBOR 
債   券 
組 入 比 率 

債   券 
先 物 比 率  騰 落 率 

第38期 

(期  首) 円 ％ ％ ％ ％ 

2016年６月20日 9,356 － － 86.0 － 

６月末 9,351 △0.1 △0.00 85.4 － 

７月末 9,349 △0.1 △0.00 94.8 － 

８月末 9,349 △0.1 △0.00 89.8 － 

(期  末)      

2016年９月20日 9,348 △0.1 △0.00 89.8 － 

第39期 

(期  首)      

2016年９月20日 9,348 － － 89.8 － 

９月末 9,348 0.0 △0.00 94.3 － 

10月末 9,346 △0.0 △0.00 96.5 － 

11月末 9,344 △0.0 △0.01 89.0 － 

(期  末)      

2016年12月19日 9,343 △0.1 △0.01 78.9 － 
 
＊騰落率は期首比です。 
＊債券組入比率には、信託受益権を含みます。 
＊債券先物比率は買い建て比率－売り建て比率。 
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野村短期金利連動型投信（積極型） 

◎運用経過 

○作成期間中の基準価額等の推移 
 
 

 

（注） 分配金再投資基準価額は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパ

フォーマンスを示すものです。作成期首（2016年６月20日）の値が基準価額と同一となるように指数化しております。 

（注） 分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なり、また、ファンドの購入価額により課税条件も異なり

ますので、お客様の損益の状況を示すものではありません。 

（注） ベンチマークは、日本円３ヵ月LIBOR（London Inter-Bank Offered Rate）です。当社が独自に累積再投資して算出しております。ベン

チマークは、作成期首（2016年６月20日）の値が基準価額と同一となるように計算しております。 

（注）上記騰落率は、小数点以下第２位を四捨五入して表示しております。 

 

○基準価額の主な変動要因 
（１）基準価額の推移 

＊基準価額は0.14％の下落 

基準価額は、第38期期首9,356円から第39期期末には9,343円となり値下がり額は13円となり

ました。 

 

（２）主な変動要因 

（上昇） 国内外事業債、ABS（資産担保証券）等の保有による高水準のインカムゲイン（利子

収入） 

（下落） 国内外事業債の価格下落によるキャピタルロス（値下がり）、信託報酬等ファンド運

用に関わる諸経費、売却損 
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野村短期金利連動型投信（積極型） 

○投資環境 
第38期期首は－0.03％であった日本円３ヵ

月LIBORは、日銀による強力な金融緩和政策
の継続によってマイナス圏で推移し、第39期
期末は－0.01％となりました。 
海外事業債市場は、2016年６月に英国の

EU（欧州連合）離脱を問う国民投票で離脱
派が勝利したことを受けリスク回避の動きが
強まったことからスプレッド（国債との利回
り格差）は拡大しましたが、７月以降は過度
に強まったリスク回避姿勢が和らいだことや、
世界的な利回り追求の動きに支えられスプ
レッドは縮小しました。９月にはドイツの大
手金融機関が米当局から多額の和解金支払い
を求められている等の報道を受け、欧州金融
機関に対する懸念が高まったことなどから金融機関を中心にスプレッドは拡大しました。そ
の後11月には米国大統領選においてトランプ氏が勝利したことを受けて、米国においては経
済成長期待の高まり等から投資家のリスク回避姿勢が和らいだことによりスプレッドは縮小
しました。一方で欧州については、イタリアの国民投票で憲法改正が否決されたことに伴い、
銀行セクターへの不良債権問題が意識されたこと等からスプレッドは拡大しました。 
国内事業債市場は、国内企業業績が概ね堅調に推移したこと等によりスプレッドはほぼ横

ばいで安定的に推移しました。2016年11月以降は国債金利が上昇する中で、国債利回りに比
べ事業債利回りの上昇が小幅に留まったことから対国債スプレッドは縮小しました。 
証券化商品市場は、金銭債権ABSおよびRMBS（住宅ローン債権を担保とした資産担保証券）

の信用力は概ね安定しており、対国債スプレッドは安定した推移となりました。 
 

○当ファンドのポートフォリオ 
内外の公社債に投資し、金利変動リスクをコントロールしつつ、日本円３ヵ月LIBOR程度

の安定した収益の獲得を目指して運用を行いました。 
 
＜当作成期中の主な動き＞ 
（１） Ａ格以上の円建ての高格付けの債券を中心としたポートフォリオとしました。 
（２） 資産配分では、国内事業債については、組入比率を概ね５～６割程度としました。海外

事業債については、概ね３割程度としました。ABSについては、信用力の高い銘柄を選
別し、組入れ比率は概ね１割程度としました。 

（３） 引き続き警戒スタンスで運用を行ない、価格変動リスクが相対的に小さい年限の短い債
券を中心とした組入れを維持しました。 

（４） デュレーションについては、0.3～0.4年程度を維持しました。 

 

 
＊ 短期金利として、代表的な３ヵ月の円短期金利の指標である

日本円３ヵ月LIBORの水準を示しています。LIBORとはロンド

ンのユーロ市場での銀行間取引における金利のことです。 
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野村短期金利連動型投信（積極型） 

○当ファンドのベンチマークとの差異 
第38期の基準価額の騰落率は－0.09％とな

り、ベンチマークの－0.00％を0.08ポイント下

回りました。 

第39期の基準価額の騰落率は－0.05％とな

り、ベンチマークの－0.01％を0.04ポイント下

回りました。 

 

（プラス要因） 

国内外事業債、ABS等の高水準なインカム

ゲイン 

 

（マイナス要因） 

国内外事業債の価格下落によるキャピタル

ロス（値下がり）、信託報酬等ファンド運用

に関わる諸経費、売却損 

 

 

  

 



u140388_00_3840953712902.docx 

 
― 5 ― 

野村短期金利連動型投信（積極型） 

◎分配金 

（１） 収益分配金については、経費控除後の利子・配当収入を中心とした分配原資の中から、

市場金利（日本円３ヵ月LIBOR）の水準等を勘案し、第38期および第39期には分配を行

わないことといたしました。 

（２）留保益の運用については、特に制限を設けず、元本部分と同一の運用を行います。 

 

○分配原資の内訳  

 （単位：円、１万口当たり・税込み） 

項 目 
第38期 第39期 

2016年６月21日～ 
2016年９月20日 

2016年９月21日～ 
2016年12月19日 

当期分配金 －  －  

(対基準価額比率) －％ －％ 

 当期の収益 －  －  

 当期の収益以外 －  －  

翌期繰越分配対象額 737  747  
 
（注）対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率であり、ファンドの収益率とは異なります。 

（注）当期の収益、当期の収益以外は小数点以下切捨てで算出しているため合計が当期分配金と一致しない場合があります。 

 

 

◎今後の運用方針 

今後の運用につきましては、引き続き、内外の公社債に投資し、金利変動リスクをコント

ロールしつつ、日本円３ヵ月LIBOR程度の安定した収益の獲得を目指して運用を行います。 

ファンドのデュレーションについては、１年内を維持し、金利リスクのコントロールを図

ります。外部環境の動き等を注視し、ファンド全体の流動性の確保にも充分留意しながら、

引き続きA格以上の銘柄を中心とし、BBB格以下については銘柄を厳選しながら投資を行なっ

ていく方針です。また、価格変動リスクを低減するため、年限の短い債券を中心に組み入れ

ます。 

 

今後ともご愛顧賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 
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野村短期金利連動型投信（積極型） 

○１万口当たりの費用明細 (2016年６月21日～2016年12月19日) 

項 目 
第38期～第39期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率 

 
 

円 ％  

（a） 信 託 報 酬 （ 基 本 報 酬 ） 16  0.167  (a)信託報酬（基本報酬）＝作成期間の平均基準価額×信託報酬率 

 （ 投 信 会 社 ） ( 4)  (0.043)  ファンドの運用とそれに伴う調査、受託会社への指図、法定書面等の作成、 
基準価額の算出等 

 （ 販 売 会 社 ） (10)  (0.108)  購入後の情報提供、運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの管理 
および事務手続き等 

 （ 受 託 会 社 ） ( 2)  (0.016)  ファンドの財産の保管・管理、委託会社からの指図の実行等 

（b） 信 託 報 酬 （ 成 功 報 酬 ） －  －  (b)信託報酬（成功報酬）は、基本報酬額に加えて、委託会社が受領するハイ・
ウォーターマーク方式による成功報酬額で、一定時点毎の基準価額が過去の一
定時点における最高値を更新している場合に受領する仕組みになっています。 

（c） そ の 他 費 用 0   0.001   (c)その他費用＝作成期間のその他費用÷作成期間の平均受益権口数 

 （ 監 査 費 用 ） ( 0)  (0.001)  監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用 

 合 計 16   0.168    

作成期間の平均基準価額は、9,347円です。  

 
＊作成期間の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した

結果です。 
＊各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 
＊各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を作成期間の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごと

に小数第３位未満は四捨五入してあります。 
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野村短期金利連動型投信（積極型） 

○売買及び取引の状況 (2016年６月21日～2016年12月19日) 

 

 

 
第38期～第39期 

買 付 額 売 付 額 

国 

内 

 千円 千円 
特殊債券 300,418 100,036 
 (  200,000)

社債券（投資法人債券を含む） 1,544,544 － 
 (1,570,000)

 
＊ 金額は受け渡し代金。（経過利子分は含まれておりません。） 

＊ 単位未満は切り捨て。 

＊ ( )内は償還等による増減分で、上段の数字には含まれておりません。 

＊ 社債券（投資法人債券を含む）には新株予約権付社債（転換社債）は含まれておりません。 

 

 

第38期～第39期 
買 付 額 売 付 額 

国 
 

内 

千円 千円 
－ 48,582 

(63,548)
 ＊ 単位未満は切り捨て。 
＊ ( )内は償還による減少分で、上段の数字には含まれておりません。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2016年６月21日～2016年12月19日) 

 

 該当事項はございません。 

 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人です。 

 

公社債 

信託受益権 
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野村短期金利連動型投信（積極型） 

○特定資産の価格等の調査  

当ファンドにおいて行った取引のうち、投資信託及び投資法人に関する法律により価格等

の調査が必要とされた資産の取引については、新日本有限責任監査法人へその調査を委託し

ました。対象期間中（平成28年６月７日～平成28年12月６日）に該当した取引は、有価証券 

(信託受益権）の取引が１件あり、当該取引については当該監査法人からの調査報告書を受領

しました。 

なお、有価証券（信託受益権）の取引については、取引の相手方の名称、銘柄、数量、約

定数値、その他当該有価証券（信託受益権）の内容に関することについて調査を委託しまし

た。 

 

○組入資産の明細 (2016年12月19日現在) 

 

(Ａ)国内(邦貨建)公社債 種類別開示 

区 分 

第39期末 

額 面 金 額 評 価 額 組 入 比 率 
うちＢＢ格以下 
組 入 比 率 

残存期間別組入比率 

５年以上 ２年以上 ２年未満 

 千円 千円 ％ ％ ％ ％ ％ 

金融債券 
200,000 200,188 10.1 － － － 10.1 

(  200,000) (  200,188) (10.1) (－) (－) (－) (10.1)

普通社債券 
(含む投資法人債券) 

1,300,000 1,301,245 65.6 － － － 65.6 

(1,300,000) (1,301,245) (65.6) (－) (－) (－) (65.6)

合 計 
1,500,000 1,501,433 75.7 － － － 75.7 

(1,500,000) (1,501,433) (75.7) (－) (－) (－) (75.7)
 
＊ ( )内は非上場債で内書きです。 
＊ 組入比率は、純資産総額に対する評価額の割合。 
＊ 金額の単位未満は切り捨て。 
＊ 評価については金融商品取引業者、価格情報会社等よりデータを入手しています。 
＊ 残存期間が1年以内の公社債は原則として償却原価法により評価しています。 
＊ スタンダード・アンド・プアーズ、ムーディーズ・インベスターズ・サービス、格付投資情報センター（R&I)、日本格付研究所（JCR)、

FITCHによる格付けを採用しています。 

 

国内公社債 
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野村短期金利連動型投信（積極型） 

(Ｂ)国内(邦貨建)公社債 銘柄別開示 
 

銘 柄 
第39期末 

利 率 額 面 金 額 評  価  額 償 還 年 月 日 
金融債券 ％ 千円 千円  
農林債券 利付第741回い号 0.5 100,000 100,098 2017/２/27 
しんきん中金債券 利付第267回 0.45 100,000 100,089 2017/２/27 

小 計  200,000 200,188  
普通社債券(含む投資法人債券)     
関西電力 第491回 0.527 100,000 100,009 2016/12/20 
九州電力 第425回 0.281 100,000 100,051 2017/２/24 
ソニー 第27回 0.664 100,000 100,158 2017/３/17 
ＩＨＩ 第36回社債間限定同順位特約付 1.0 100,000 100,211 2017/３/９ 
三菱商事 第77回担保提供制限等財務上特約無 0.56 100,000 100,017 2016/12/26 
アプラスフィナンシャル 第２回社債間限定同順位特約付 0.45 100,000 100,072 2017/９/29 
オリックス 第157回社債間限定同順位特約付 1.11 100,000 100,252 2017/３/13 
東武鉄道 第103回社債間限定同順位特約付 0.32 100,000 100,037 2017/１/31 
ソフトバンク 第41回社債間限定同順位特約付 1.47 100,000 100,242 2017/３/10 
バークレイズ・ピーエルシー 第１回円貨社債 0.623 100,000 99,693 2018/９/14 
ＪＰモルガン・チェース・アンド・カンパニー 第９回円貨社債 1.32 100,000 100,183 2017/２/９ 
ザ・ゴールドマン・サックス・グループ・インク 第９回円貨社債 2.11 100,000 100,051 2016/12/28 
ウエストパック・バンキング・コーポレーション 第９回円貨社債 1.2 100,000 100,267 2017/３/９ 

小 計  1,300,000 1,301,245  
合 計  1,500,000 1,501,433   

＊ 額面・評価額の単位未満は切り捨て。 

 

(Ｃ)信託受益権 銘柄別開示 

銘       柄 
第39期末 

評 価 額 

国 

 

内 

 千円 
ＡＵＲＯＲＡマスタートラスト シリーズ1309受益権 7,196 
ＡＵＲＯＲＡマスタートラスト シリーズ1403受益権 18,460 
ＵＴＯＰＵＲＥマスタートラスト αシリーズ1502受益権 38,624 

合       計 64,282 
 
＊ 単位未満は切り捨て。 

 

○投資信託財産の構成 (2016年12月19日現在) 

項 目 
第39期末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

公社債 1,501,433 75.6 

信託受益権 64,282 3.2 

コール・ローン等、その他 420,333 21.2 

投資信託財産総額 1,986,048 100.0 
 
＊ 金額の単位未満は切り捨て。 
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野村短期金利連動型投信（積極型） 

○資産、負債、元本及び基準価額の状況 

項 目 
第38期末 第39期末 

2016年９月20日現在 2016年12月19日現在 

  円 円 

(A) 資産 1,987,352,971   1,986,048,420   

 コール・ローン等 200,920,179   415,990,295   

 公社債(評価額) 1,642,396,489   1,501,433,383   

 信託受益権(評価額) 141,086,947   64,282,343   

 未収利息 1,535,091   3,013,969   

 未収配当金 38,680   22,629   

 前払費用 1,338,906   1,231,620   

 その他未収収益 36,679   74,181   

(B) 負債 1,687,022   1,649,761   

 未払信託報酬 1,675,912   1,638,663   

 未払利息 330   554   

 その他未払費用 10,780   10,544   

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 1,985,665,949   1,984,398,659   

 元本 2,124,063,680   2,123,834,996   

 次期繰越損益金 △  138,397,731   △  139,436,337   

(D) 受益権総口数 2,124,063,680口 2,123,834,996口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 9,348円 9,343円 
 
（注）第38期首元本額は2,124,054,664円、第38～39期中追加設定元本額は9,016円、第38～39期中一部解約元本額は228,684円、１口当た

り純資産額は、第38期0.9348円、第39期0.9343円です。 
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野村短期金利連動型投信（積極型） 

○損益の状況 

項 目 
第38期 第39期 

2016年６月21日～ 
2016年９月20日 

2016年９月21日～ 
2016年12月19日 

  円 円 

(A) 配当等収益 3,170,174   3,688,761   

 受取利息 2,968,000   3,535,061   

 受取配当金 201,246   134,178   

 その他収益金 36,679   37,500   

 支払利息 △     35,751   △     17,978   

(B) 有価証券売買損益 △  3,056,764   △  3,093,266   

 売買益 393,000   438,030   

 売買損 △  3,449,764   △  3,531,296   

(C) 信託報酬等 △  1,686,692   △  1,649,207   

(D) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) △  1,573,282   △  1,053,712   

(E) 前期繰越損益金 △135,793,765   △137,352,053   

(F) 追加信託差損益金 △  1,030,684   △  1,030,572   

 (配当等相当額) (    2,245,896)  (    2,245,655)  

 (売買損益相当額) (△  3,276,580)  (△  3,276,227)  

(G) 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) △138,397,731   △139,436,337   

(H) 収益分配金 0   0   

 次期繰越損益金(Ｇ＋Ｈ) △138,397,731   △139,436,337   

 追加信託差損益金 △  1,030,684   △  1,030,572   

 (配当等相当額) (    2,245,896)  (    2,245,655)  

 (売買損益相当額) (△  3,276,580)  (△  3,276,227)  

 分配準備積立金 154,459,173   156,482,301   

 繰越損益金 △291,826,220   △294,888,066   
 
＊ 損益の状況の中で(B)有価証券売買損益は各期末の評価換えによるものを含みます。 
＊ 損益の状況の中で(C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しています。 
＊ 損益の状況の中で(F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいま

す。 
 
（注）分配金の計算過程（2016年６月21日～2016年12月19日）は以下の通りです。 
 

項 目 
第38期 第39期 

2016年６月21日～ 
2016年９月20日 

2016年９月21日～ 
2016年12月19日 

a. 配当等収益(経費控除後) 1,483,482円 2,039,554円 

b. 有価証券売買等損益(経費控除後・繰越欠損金補填後) 0円 0円 

c. 信託約款に定める収益調整金 2,245,896円 2,245,655円 

d. 信託約款に定める分配準備積立金 152,975,691円 154,442,747円 

e. 分配対象収益(a＋b＋c＋d) 156,705,069円 158,727,956円 

f. 分配対象収益(１万口当たり) 737円 747円 

g. 分配金 0円 0円 

h. 分配金(１万口当たり) 0円 0円 
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野村短期金利連動型投信（積極型） 

○分配金のお知らせ  

 第38期 第39期 

１万口当たり分配金（税込み） 0円 0円 
 
※分配落ち後の基準価額が個別元本と同額または上回る場合 

分配金は全額普通分配金となります。 
※分配前の基準価額が個別元本を上回り、分配後の基準価額が個別元本を下回る場合 

分配金は個別元本を上回る部分が普通分配金、下回る部分が元本払戻金（特別分配金）となります。 
※分配前の基準価額が個別元本と同額または下回る場合 

分配金は全額元本払戻金（特別分配金）となります。 

 

○お知らせ 

該当事項はございません。 

 

 


